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地域の実情に即した支援方法を組み立てます！
下水道事業の広域化・共同化計画策定支援（都道府県計画）

人口減少に伴なう使用料収入の減少や職員数の減少による執行体制の脆弱化など、下水道をとりまく事業環境は一層
厳しさを増しており、加えて既存ストックの大量更新など多くの課題を解決する必要に迫られています。
広域化・共同化施策は、これらの課題を解決する抜本的手段の一つです。
「経済財政運営と改革の基本方針2017」において「広域化を推進するための目標を掲げる」ことが明記され、これを
受けて総務省・農林水産省・国土交通省・環境省の連名で、令和4年度までに都道府県単位で「広域化・共同化計画」を
策定することが要請されました（H30.1.17）。  ※平成30年度より「広域化・共同化計画の検討着手」が交付要件化されています。

広域化・共同化の取り組みを加速させるためには、広域調整の
役割を担う都道府県のリーダーシップが欠かせません。しかし
具体的な連携調整は地域の当事者が集う検討組織により進め
られることから、市町村ごとの意識差や民間事業者との調整
難、人材（リーダシップ）不足、し尿処理行政等事業者間連携の
難しさなどの地域課題に応じた多様な支援策を準備し、市町
村の自主的な連携推進を支援していく必要があります。以上
をふまえ、下図のような計画策定フローを提案いたします。

広域化・共同化計画（都道府県計画）～下水道～

広域化・共同化の類型

計画策定フロー（標準）

検討支援ツールの例

豊富な業務実績

検討体制の例

 地方自治法の共同処理制度（委任契約・準委任契約）、
民法の準委任契約（受託業務等）などを活用して執行

平成24～25年度

平成26年度

平成27年度

 

平成28年度

汚水処理に関する連携等調査に関わる業務（下水協)
　⇒ 広域連携事例調査　

下水道事業の広域連携・広域支援等の取組に関する
検討業務（国交省）
　⇒ 広域連携対象となる事務事業の範囲の整理

下水道事業における執行体制の強化方策に関する
検討業務（国交省）
　⇒ 広域連携制度の整理  
★下水道法改正：「下水道法協議会」制度

大都市による近隣市町村への下水道事業執行体制強化の
支援に向けた検討業務（国交省）
　⇒ 具体的な広域連携検討

平成29年度～令和3年度
① 広域化・共同化による持続的な下水道事業構築検討業務（国交省 )
　 ⇒ 具体的な広域連携検討 （北九州都市圏域、富田林市ほか３町村）

② 下水道事業における補完体制の構築による執行体制強化方策検討業務（国交省）
　 ⇒ 具体的な広域連携検討 （石川中央都市圏域、兵庫県加古川流域ほか２地区）

③ 下水道事業の広域化の事例分析及び取りまとめ検討業務（国交省）
　 ⇒ 全国20団体の事例集作成、地方整備局単位勉強会
④ 都道府県が主導する下水道事業広域化に向けた取組み検討業務（国交省）
　 ⇒ 都道府県意見交換会事務局、4県（岩手、静岡、島根、熊本）のモデル検討支援
⑤下水道事業に関する広域化・共同化計画検討業務（国交省） 
　⇒ 広域化・共同化計画策定マニュアル（案）作成、5県（秋田、岩手、静岡、島根、熊本）のモデル検討支援 
⑥下水道事業に関する広域連携及び補完体制構築検討業務（国交省） 
　⇒ 広域化・共同化計画策定マニュアル（改訂版）作成、3県（長野、岡山、長崎）のモデル検討支援 
⑦下水道事業における広域化・共同化計画の推進検討業務（国交省） 
　⇒ 広域連携の推進施策の検討
⑧広域化・共同化計画の策定に向けた下水道事業の広域連携に関するモデル検討業務（国交省） 
　⇒3府県（宮城、大阪、福岡）のモデル検討支援
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ハード連携
施設の共同化・統廃合

●下水道法協議会
●都道府県構想の検討組織
●その他任意の検討組織

広域化・共同化計画 個別連携案件の実施
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※SWOT分析は、目標達成のために意思決定を必要としている組織等において、外部環境や内部環境を4つの
カテゴリ（Strong：強み、Weakness：弱み、Opportunity：機会、Threat：脅威）で要因分析し、事業環境変化に
対応した経営戦略策定方法です。

※ABC（activity based costing）は、
「活動基準原価計算」と訳され、職務ごと
の就業時間を会議・庁内調整等の業務に
割り当てることにより、各活動に要してい
る時間と費用を算出する手法です。

●SWOT・・各団体が感じている課題等（強み・機会・弱み・脅威）を視覚化。●ABC・・執行状況把握、業務単価の試算に用いる。

【企画・総務】

【営業・窓口】

【建設・管理】

全体
企画・庶務系
人事・職員管理系
財政系
管財・契約系
全体
営業系
排水設備系
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計画系
工務系
維持管理系

業務内容

職員が不足している
弱　み

維持管理費が高い
弱　み
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人工数（人・日/年）

■ 企画・計画・総括
■ 各種書類の審査・承認
 
■ 書類・帳票・図面作成

デスクワーク・内勤
■ 監督
■ 作業
■ 移動

■ 課内協議
■ 庁内協議
 
■ 業者との協議・指導
■ 住民説明・折衝・交渉
■ 研修・学習

現場・
外勤活動

会議・協議・
折衝・委員会活動

リ11.広域化・共同化
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